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第１章　はじめに
第１節　研究の背景
　現在，商業高等学校で行われている商業教育の教育課程は，2009年（平成21年）３月に文部
科学省より告示された学習指導要領に基づくものであるが，その中で教科「商業」の目標とし
て示される「商業の各分野」はマーケテイング分野，ビジネス経済分野，会計分野，ビジネス
情報分野の４つの分野である。このうち，簿記会計に関する科目は明治初年の学校教育への簿
記導入以来，常に商業科目の中心であり，科目の名称，範囲の構成は変わっても，商業に関す
る科目として一貫して教育課程に置かれている。
　現在，一般的な商業高等学校では卒業までの３年間で商業の専門科目を32単位前後履修する
ことが多いが，そのうち会計分野の履修は30％以上を占め，履修単位数からも商業教育に閉め
る割合が大きかった。商業に関する学科に在籍する生徒数は，昭和40年度の857,379人をピー
クとして，大きく減少していき平成20年度には在籍生徒数はピーク時の４割弱の335,000人ま
で落ち込み，それに伴い平成元年度には全国に310校あった独立商業高校が，平成20年度には
219校に激減し，商業高等学校在籍生徒数は高校生全体の6.8％にすぎない１）。
　これに反して簿記教育そのものである日本商工会議所主催の簿記検定は，年間受験者数が50
万人を超える。言い換えれば，わが国の中等教育における商業教育は衰退傾向にあるにもかか
わらず，商業教育の核ともいえる簿記教育はその導入から140年経過した今も人気が高いとい
うのが実情である。ではなぜそのようなことになったのか，簿記教育のスタートと言われる明
治初期のわが国の簿記教育がどのように発展し今日に至ったのかということについて深い関心
を持ったのが，本研究に取り組む背景である。
　わが国における西洋複式簿記導入は，福沢諭吉の『帳合之法』が発刊された1873年（明治６	
年）がスタートであり，その先行研究は西川〔1971〕，津村〔2007〕をはじめ数多いが，『帳合
之法』を引き継ぎいだ簿記書に関する研究は少ないと思われる。本研究は，福沢諭吉の直系の
弟子である森下岩楠並びに森島修太郎の簿記書を取り上げ，明治初年の西洋複式簿記の導入発
展について検証するものである。
第２節　研究の方法と目的
　わが国で最初に西洋複式簿記を紹介したとされる福沢諭吉に慶應義塾で直接学び，その後継
となった森下岩楠・森島修太郎共著『三菱商業学校　簿記学階梯』及び『民間簿記学』，森島
１）	吉野〔2003〕218頁。
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修太郎『簿記学例題』，『簿記学第壱』という４冊の簿記書を通して，1873年（明治６年）から
1892年（明治25年）頃までの西洋複式簿記導入史を検証することによって，次のような課題を
考察したい。
①　福沢諭吉とその直系弟子たちによる簿記教育はいかなるものであったか
②　明治初期に於ける慶應系簿記書の系譜はどうなっていたか
③　検定教科書として学校教育の中に組み込まれた簿記書は存在したのか
④　森下・森島の著書が，後のわが国の理論簿記の先導となったことは証明できるか
　また，研究の方法としては，西洋複式簿記導入前夜におけるわが国の簿記教育の状況や福沢
諭吉『帳合之法』発刊後の簿記教育について先行研究をレビューし，その後に発刊された森下
岩楠並びに森島修太郎の4冊の簿記書を現代語訳した上で検証する。そして，その取り組みの
中で上記の課題について考察する。
第２章　わが国における簿記教育
第１節　わが国の近代化
　18世紀後半からイギリスで始まった産業革命により工業生産力は飛躍的に高まった。イギリ
スを初めとする欧米列強は，工場制機械工業の生産品の販売市場と原料の確保をめざして，ア
ジアへの進出を開始し，アジア諸国を資本主義的世界市場に強制的に組み込もうとした。こ
うした時代背景のもと1853（嘉永６）年，浦賀沖にアメリカ合衆国艦隊が突然来襲し，わが国
に開国を求めたのである。その後わが国の体制は劇的に変化し，ついに1867（慶応３）年12月
王政復古の大号令が発せられ，260年あまり続いた江戸幕府は滅亡した。黒船来襲からわずか
14年後のことである。1868（明治元）年９月，新政府は元号を明治と改めて，従来の旧習を一
新して新政を推進する決意を示した。新政府が成立に際して発した王政復古の大号令では，摂	
政・関白・将軍を廃し，神武創業にもとづく天皇親政を行い，総裁・議定・参与の三職を置く
ことが定められ，「百事御一新」を唱え，政治をすべて新しくすることを強調した。御一新と
いう言葉は，そうした期待をこめて世に広まり，大きな変革を意味する物として，広く用いら
れるようになった。この一新に通じる言葉として，中国の古典である『詩経』のなかにでてく
る維新という古語があてられたものと思われる２）。そしてこの時期の変革を1911（明治44）年
に文部省内に設置された維新史料編纂会３）が，公式に「明治維新」と称した。
２）	佐藤信（他）〔2012〕314頁。
３）	明治維新関係史料の収集・編纂を目的として1911年（明治44）文部省内に設けられた修史機構。1931年（昭
和６）までに「大日本維新史料」稿本初稿四千余冊が編纂された。
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　明治維新は，近代日本の出発点となった大改革であり，日本はこれによって「近代化」の第
一歩を踏み出したといえる。天皇を頂点とする中央集権的統一国家体制の成立，自由民権運動，
立憲制，議会主義など，日本資本主義の出発点がはじめて見い出される。このような見地から
「明治新政府の樹立が我が国の「近代化」の始まり」という歴史認識が一般的だが，「近代化」
概念は明治・大正・昭和と資本主義化・民主化が徐々に浸透していく過程に言及したもので，
100年のタイム・スパンで考えられる概念であり４），西洋複式簿記は日本の近代化のために導
入され，企業社会の発展に寄与したと考えられる。
第２節　明治維新と文明開化
　我が国の近代化の始まりとされる明治維新はいつからいつまでを言うのであろうか。
　明治維新の定義には諸説があるが，一般的にはペリー来航から廃藩置県・地租改正・秩禄処
分などの封建諸制度解体に至る一連の大きな変革について，明治維新として理解するのが普通
である５）。したがって「明治維新」は，1868（明治元）年新政府の樹立から1889（明治22）年大
日本帝国憲法制定までの21年間で，その間に殖産興業・文明開化という近代化のための明治政
府の政策が遂行されていく過程そのものであると考える。
　明治新政府は，「欧米列強に追いつけ追い越せ」のスローガンの元に，富国強兵をめざした
「殖産興業」で近代産業の育成を図るとともに，「文明開化」と呼ばれる諸制度の西洋化を推進
したが，ここで「明治維新」と「文明開化」の関連を整理する。
「文明」の語義を新村出編『広辞苑』第四版（岩波書店，1991年）では，
①　文教が進んで人知の明らかなこと
②　（civilization）都市化。㋑生産手段の発達によって生活水準が上がり，人権尊重と機
会均等などの原則が認められている社会，すなわち近代社会の状態。↔蒙昧・野蛮。
㋺宗教・道徳・学芸などの精神的所産としての狭義の文化に対し，人間の技術的・物
質的所産。
　同じく広辞苑によると「文明開化」については「人知が開け，世の中が進歩すること。特に
明治初年の近代化や欧化主義の風潮を言った。」となっている。
　これまでの研究では，明治維新は政治史が中心になり，文明開化は文化史・思想史を主とす
る傾向が存在した。文明開化は，概してその始まりを1871（明治４）年に断行された廃藩置県
の前後とみなし，それから２年後の1873（明治６）年，明六社の結成を「文明開化」の本格的
な時期と位置づけている６）。国家という建築物が造られるのに呼応して，その住人を造り上げ
４）	山地（他）〔2014〕27頁。
５）	佐藤（信）他〔2012〕342頁。
６）	松尾〔2004〕303頁。
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ることをめざすのが，今日，啓蒙思想と呼ばれるもので，その啓蒙思想家たちの結社が明六社
である。明六社は，1873（明治６）年駐米弁理公使だった森有礼が帰国し，米国の学会のよう
な組織をつくろうと発起したのを受けて結成された。創立社員には，森以外に福澤諭吉，津田
真道，西周など当時の著名な知識人が名を連ねたが，その中で西洋の導入と人心の改造にもっ
とも包括的な構想をもち，大きな影響力をもったのは，いうまでもなく福沢諭吉であった７）。
　福沢諭吉の思想家・著述家としての出発は，使節に随行しての三度の欧米見聞とその際購
求した書物を火種としている。なかでも幕末・明治初年のベストセラーとなった『西洋事情』	
（1866−70年）で，西洋社会を成り立たせている制度と理念の全容を，かみくだいて紹介した。
制度の紹介は，政治に始まり，収税法・国債・紙幣・商人社会・外国交際・兵制・文学・技術・
学校・新聞紙・文庫（図書館のこと）・病院・貧院・唖院・盲院・癲院・痴児院・博物館・博覧	
会・蒸気機関・蒸気船・蒸気車・伝信機・瓦斯燈，そのほか付録として太陽暦・時制・温度・
度量衡・各国貨幣にまで及んでいる８）。
　以上のことから，「明治維新」という近代国家形成の過程の中で「文明開化」はその手段と
して大きな役割を果たした。そしてその中心的役割をわが国に初めて西洋複式簿記を紹介した
福沢諭吉が担っていたことをあらためて心に留めておきたい。
第３節　文明開化と西洋複式簿記
　複式簿記なしに近代的な資本主義は成り立たないし，近代国家も存続できない。複式簿記は，
損益を計算し，財政を管理する基本的なツールで，1300年頃のトスカーナと北イタリア各地で
発祥した。複式簿記の誕生は，資本主義と近代政治の幕開けを意味した９）。一般的に言って，
資本主義あるいはそれを構成する企業が今日のように発展する必要条件として，利益計算方式
あるいは利益の可視化手段としての複式簿記の存在が不可欠であったと評価されている10）が，
わが国の近代化に西洋複式簿記は大きな役割を担った「文明開化」の一つであったのだろう	
か。
　わが国に初めて西洋複式簿記が紹介されたのは，1873（明治６）年福沢諭吉が横浜の友人
から紹介されたH.	B.	BryantとH.	D.	Strattonの共著Bryant & Stratton’s Common School Book-
keeping（1861）を翻訳して出版したことに始まる。時期的にいえば，既述したとおり「文明開化」
の本格的な時期と完全に重なる。また，わが国最初の簿記書となる『帳合之法』初編２冊は，	
『学問のすゝめ』初編のあと５ヶ月，二編に先立つこと５ヶ月で出版され，『帳合之法』後編２
７）	鹿野〔2004〕50頁。
８）	鹿野〔2004〕25頁。
９）	ジェイコブ・ソール〔2015〕16頁。
10）	山地〔2014〕27頁。
−137−
環太平洋圏経営研究　第19号
冊は，『学問のすゝめ』第10編と時を同じくして1874年（明治７年）６月に出版されている。
　黒沢清は，「同じ著者が同時並行的に二つの異なる著書を世に問うたことについては，そこ
に何らかの共通の因子，あるいは内面的な関係が作用していたものと解釈することは，決して
無理であるまいと考えられる。『学問のすすめ』は，思想の書であり，『帳合之法』は，簿記書
である。そこに共通の因子を考えるのは困難であるかにみえる。しかし，『帳合之法』は単に
簿記の技術を教えるために書かれたのではなくて，『学問のすすめ』と同じ精神において，す
なわち古い学問観では，学問でないかのごとくにみられてきた「帳合」なるものを新しい学問
の一つとして，世人に説くために書かれたのである11）。」と述べている。
　したがって，西洋複式簿記の導入は，福沢が旗振りの中心であった「文明開化」の一環と考
えられ，その後福沢は西洋複式簿記の研究を彼の門下生に引き継いでいる。福沢諭吉と慶應義
塾の門下生は，商法講習所に協力するとともに，神戸，大阪，岡山，横浜をはじめとする商業
学校の開校と運営に協力した。また，福沢の会計教育への影響は，簿記や商業学に関する著作，
出版活動に及び，多くの門下生が旺盛に簿記，商業学に関する教科書，翻訳書を出版している12）。
第４節　明治初期の簿記ブームと簿記書
　『帳合之法』に続く1873年（明治６年）12月出版のAlexander	Allan	Shand原著『銀行簿記精	
法』は，大蔵省が指導して，当時初めて設立された国立銀行に使用させたので，この本はすぐ
に実用に直結したが，その他の一般簿記書は，容易に実用化されなかった。それにもかかわら
ず簿記書の出版は，その後急速に増えていく。次頁の図表２が1873年（明治６年）から1886年
（明治19年）までに発行された簿記書のリストであるが，80冊を超える。明治初年の印刷，出
版状況から推測してこれはブームと言われるに値する冊数ではないだろうか。その理由は簿記
を教える学校が急速に増加したことによると思われる13）。図表３が東京都における簿記学校の
数であるが，明治10年の26校にくらべ明治23年には47校と倍近い数に増加している。しかし，	
「簿記教育は流行しても簿記そのものは容易に普及せず，商家の子弟は学校で簿記を学んでい
るが，その家の店では大福帳を使っている」と福沢が嘆く状況であった。この簿記ブームは，
明治10年代から20年代にも続く。それは，巡査や初級官員の試験にも簿記が含まれていたこと
と，さらに明治23年には，わが国に初めて商法典ができて商店は大福帳を廃して西洋複式簿記
に改めねばならないという大騒ぎがあって簿記の流行に一層拍車がかかったためである14）。
11）	黒沢〔1990〕72頁。
12）	山内〔2016〕35−41頁。
13）	西川〔1971〕379頁。
14）	西川〔1971〕385頁。
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【図表１　初期簿記書導入門戸別系統図】（黒沢清編〔1979〕303頁を筆者が加筆編集）
【書名】 【著者・訳者】
銀行簿記精法 シャンド
日用簿記法 宇佐川修次郎
商家必用 加藤斌
簿記法原理 図師民嘉
馬耳蘇氏記簿法 小林儀秀
記簿法独学 栗原立一
帳合之法 福沢諭吉
簿記学階梯
森下岩楠
森島修太郎
簿記学例題 森島修太郎
商用簿記法初歩 無名
造幣簿記之法 三島為嗣
??
??
?
??
??
?
①造幣寮
V.E.Braga
②紙幣寮
A.A.Shand
③工部省
A.S.Aldrich
④文部省
Marion M.Scott
⑤慶應義塾
福沢諭吉
⑥商法講習所
W.C.Whitney
【図表２　明治初年に発行された簿記書】（日本会計学研究会〔1978〕165−173頁より抽出編集）
1873年（明治6年） 福沢諭吉訳『帳合之法（初編二冊）』 福井太七郎『新撰記簿早学』 竹田等訳『簿記学原論』
加藤斌訳『商家必要』 高松久次郎『馬耳蘇氏記簿法試験問題』 大蔵省銀行局『銀行簿記例題解式』
大蔵省『銀行簿記精法』 佐藤永孝『簿記法大意問答』 熊野秀之輔『（小学）簿記学教授書』
1874年（明治7年） 福沢諭吉訳『帳合之法（二編二冊）』 山科元秀『単式記簿階梯』 樋口藤次郎『官省簿記独学（上巻）』
1875年（明治8年） 小林儀秀訳『馬耳蘇氏記簿法』 松井惟利『官用簿記例題』 1885年（明治18年） 吉村一郎『簿記独案内』
1876年（明治9年） 小林儀秀訳『馬耳蘇氏複式記簿法』 土肥謙吉『簿記法独案内』 神戸商業講習所『新編銀行簿記例題』
1877年（明治10年） 栗原立一『記簿法独学』 1880年（明治13年） 大蔵省印刷局『当用日記簿』 戸田十畝『試験例題簿記講習全書』
加藤斌『商家必要記簿教則』 奥村常矩輯録『簿記必携全』 阪井正方『簿記単記法階梯』
1878年（明治11年） 石井義正『複式啓蒙記簿階梯』 篠塚武編集『普通小学帳合法全』 宮武嘉平二『官用簿記例題』
森下岩楠・森嶋修太郎『簿記学階梯』 三輪振次郎『簿記法初歩解式』 清沢予十『商用簿記記入手続』
森嶋修太郎『簿記学例題』 山田尚景編輯『小学簿記法（全）』 福島県師範学校『諸学校用単式簿記教授本』
田鎖綱紀『英和記簿法字類』 吉田忠健抄訳『小学記簿法』 樋口藤次郎『官省簿記独学（下巻）』
中島祐吉訳『単記簿記教授法』 1881年（明治14年） 愛知信元『簿記教授本』 1886年（明治19年） 青柳源十郎『簿記学独習』
吉田健吾訳『商家必要記簿初歩』 図師民嘉抄訳『簿記法原理』 石上友七『簿記学独習官用簿記部』
藤井清『略式帳合法附録』 吉村一郎編輯『簿記独案内』 稲田邦衛序『官用簿記例題』
遠藤宗義『小学記簿法』 平本道政『簿記学仕訳ノ助ケ』 海野力太郎纂訳『簿記学起源考』
宇佐川秀次郎訳『日用簿記法』 1882年（明治15年） 竹田等『商用簿記学』 萩原久太郎編纂『会計例題類集』
川口武定『記牒須知答式』 印刷局『簿記順序』 奥村如静編輯『官用簿記学例題全』
安倍迪吉『初学必携通俗簿記法』 草野萌『簿記必携』 佐久間文太郎『（高等）小学簿記法』
城谷謙『小学記簿法独学』 松井惟利編輯『官用簿記例題雛形』 高橋鶴太郎編輯『帳合法早わかり』
1879年（明治12年） 鍋島直『国立銀行簿記一斑』 鈴木五郎『簿記学提要』 田村美枝編輯『簿記之部』
大蔵省銀行課『銀行簿記例題』 1883年（明治16年） 熊野秀之輔『小学簿記学教授書』 堤永類編述『簿記学教程』
高木貞作ほか『銀行簿記教授法』 神戸商業講習所『新編簿記例題』 綱取善成『新式簿記法軌範』
山田十畝『銀行簿記用法』 土肥謙吉『増補改正簿記法独案内』 富樫義一『簿記法手引草甲之部』
山田十畝『人民必携簿記提要』 1884年（明治17年） 森下岩楠ほか『民間簿記学』 堀内正善纂訳『普通簿記学』
井田忠信訳『簿記学捿径』 前田貫一『農業簿記教授書』 三田村金次郎編輯『（商用）簿記学』
秋元普訳『簿記法独学』 塩沢兵蔵『官用簿記教授書』 森半次郎『（官用商業）簿記学独案内』
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【図表３　明治初年の簿記学校】
明治10年の簿記学校 明治23年の簿記学校
学校名称 学校名称 学校名称 学校名称 学校名称 学校名称
青藍館 簿記夜学校 東京簿記学校 簿記専修日本橋分校 三田簿記学講習所 東京簿記専門学校
有則学舎 潔進舎 東京簿記全修学校 簿記学専修館 日本簿記館 簿記学講習所
三菱商業学校 英学所 開知学校 頓成舎 東京有為学館 専修学校
勧商書院 記簿法学舎 簿記専門学校 精理舎 簿記専門学校 東京学館
鳩功学社 盛国学舎 東京秀明学校 簿記専門学舎 簿記専門学館 明治商業専門学校
商法簿記夜学校 高陽学舎 東京専修簿記学校 開雲学校 東京簿記学校 共立常磐夜学校
進善舎 簿記夜学舎 精修学館番町分校 簿記専修夜学校 東京簿記専修芝分校 高等商業学校
愛知学舎 開広舎 豊国学校分校 盛門学校 博愛学舎 東京商業学校
商業夜学校 賑世学舎 簿記夜学校 東京簿記講習所 簿記学専修館 開盛商業学校
米商会所附属学校 塵劫記舎 東京簿記神田学校 簿記速成学舎 簿記専修学校 東京理財学校
簿記学舎 開雲舎 精計学舎 豊国学校 台陽学舎 商業素修学校
遊海学校 精業館 精経学校 東京簿記専修学校 槐陰学館
商法夜学校 精々学舎
　当時の簿記書導入の門戸・経路には図表１のように６通りの系統があった15）。以下，その系
統を簡単に説明する。
①　〈造幣寮〉現在の独立行政法人造幣局にあたる造幣寮は，1871年（明治４年）４月の
開設であるが操業はその前年から始まっていた。首長は英人William	Kinder，その下
にポルトガル人Vincent	Emirio	Braga（以下Bragaと称す）がいて複式簿記を実施し
た16）。維新政府は近代的統一国家を建設するためには先ず幣制を確立し，逼迫した経
済を立て直す必要に迫られ，造幣寮の造幣工場の建設に着手した。造幣寮ではBraga
に簿記組織を立案させ，実施させた。Bragaの簿記は，貨幣価値による計算ではなくて，
金・銀等の重量（オンス）による計算だった17）。
②　〈紙幣寮〉紙幣寮とは現在の独立行政法人印刷局のことである。1871年（明治４年）
７月に大蔵省紙幣司として創設され，同年８月に紙幣寮と改称された。創設当初の業
務は紙幣の発行，交換，国立銀行（民間銀行）の認可・育成等紙幣政策全般で，その
後，幾多の変遷を経て2003年（平成15年）４月独立行政法人国立印刷局となり現在に	
至っている18）。1873年（明治６年）わが国最初の株式会社である第一国立銀行は，イ
ンフレーション収拾という経済上の目的のために政府主導で設立され，大蔵省紙幣寮
15）	黒沢〔1979〕303頁。
16）	黒沢〔1979〕296頁。
17）	西川〔1971〕74−93頁。
18）	国立印刷局HP。
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附属書記官として雇用されたShandが，第一国立銀行の会計業務のため銀行簿記の原
稿を執筆し，これが和訳されて『銀行簿記精法』として出版された。
③　〈工部省〉工部省は1870年（明治３年）より諸工業，鉱山，鉄道等，全官営事業の開	
始，育成に当たり，特に鉄道は英人Arthur	Stanhope	Aldrich（以下Aldrichと称す）
が書記兼会計長として長く勤務し功績があった。図師民嘉は，1875年（明治８年）商
法講習所開設時に入学，９年に中途退学して渡米し，簿記法を研究した。11年に帰国
後は，第一国立銀行，12年に工部省に転じ権少書記官となった。そこで会計担当の
Aldrichと出会い，14年に『簿記法原理』を出版する。そして18年に鉄道事務官となっ
て以降は42年鉄道院経理部長で退職するまで，主に鉄道会計の整備に尽力した19）。
④　〈文部省〉文部省は1872年（明治５年）８月範をフランスの制度にとった学制を公布
し，小・中学校・師範学校の教科目に「記簿法」を加えた。初めは『帳合之法』と加
藤斌『商家必用』が教科書として用いられたが，後に文部省顧問David	Murrey・雇
教師Marion	McCarrell	Scottらの意見によって米人Christopher	Columbus	Marsh（以
下Marshと称す）の二書A Course of Practice in Single-Entry Book-keeping（1871）およ
びThe Science of Double-Entry Book-keeping（1871）が選ばれ，文部省六等出仕・小林
儀秀が翻訳をした。
文部省は，この翻訳本を『馬耳蘇氏記簿法　一，二』（明治８年３月），『馬耳蘇式複式
簿記法　上中下』（明治９年９月）として1500部刊行した後，全国書店にリプリント
を許可したので，東京・甲府・大津・大阪等各地書店で翻刻されて全国に普及した20）。
⑤　〈慶應義塾系〉慶應義塾系の簿記書は，福沢諭吉の『帳合之法』を継承し発展させた
もので，本研究で主としてとりあげようとしているものである。
⑥　〈商法講習所〉商法講習所は，森有礼の発案により1875年（明治８年）８月東京に設
立され，最初は私塾として開所され，後の一橋大学の前身となった。森有礼は，明
治政府の初代文部大臣であり，開明期におけるわが国の教育の進展に尽力した人物
である。森は，アメリカ留学中に商業教育の必要を痛感し，米人William	Cogswell	
Whitney（以下Whitneyと称す）を指導教師として招聘した。Whitneyは，エール
大学を卒業後ニュージャージ州ニューアークに実業学校であるBryant,	Stratton	&	
Whitney	Business	Collegeを創設してその校長となるが，それは各地で経営する実業
学校のチェーンのひとつであった21）。
19）	黒沢〔1979〕303−304頁。
20）	黒沢〔1979〕306頁。
21）	東京都〔1960〕28頁。
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第３章　『帳合之法』の後継簿記書の研究
第１節　三菱商業学校の『簿記学階梯』
（1）三菱商業学校の創立
　現在，三菱グループは三菱金曜会と呼ばれる三菱系29社の巨大企業集団である22）。この三
菱グループの源流は明治初期の実業家として著名な岩崎彌太郎に繋がっている。岩崎彌太郎
は，高知藩の郷士で維新当時，藩の経営する土佐商会に勤務し1870年（明治３年）それを譲り
受けて運輸業を始め，1875年（明治８年）政府の保護助成を受けて社名を郵船汽船三菱会社と
し，わが国最大の汽船会社を創りあげた。岩崎彌太郎の事業が最盛期に達したその頃に三菱商
業学校が開校されたが23），三菱商業学校の設立には岩崎と福沢の親密な関係があった24）。三菱
財閥の成立は，わが国財閥の中で最も新しいが，西洋複式簿記採用については，我が国財閥中
最も古くて早い。西洋複式簿記採用は，家業と家計の分離，企業経営の組織化，経営管理の計
数化等の現れとみると，財閥の中で最も早く経営の近代化が進んだといえる。それは，三菱が
他の財閥に比して成立が新しく，そこに複式簿記採用を妨げる既成の何者もなかったからであ	
る25）。言い換えれば三井，住友といった財閥では従来の和式帳合を容易に西洋複式簿記に切り
22）	三菱重工業・三菱倉庫・三菱東京UFJ銀行・三菱UFJ信託銀行・三菱マテリアル・三菱地所・三菱電機三菱商事・
JXホールディングス・三菱化学・旭硝子・三菱レイヨン・三菱製鋼・三菱製紙三菱化工機・三菱ガス化学・
三菱樹脂・日本郵船・東京海上日動火災保険・明治安田生命保険・キリンホールディングス・ニコン・三菱
自動車工業・三菱ふそうトラックバス・三菱アルミニウム・ピーエス三菱・三菱総合研究所・三菱UFJ証券
ホールディングス・郵船ロジスティクス
23）	西川〔1972〕374頁。
24）	「福沢は慶応４年、三田に慶応義塾を開設し教鞭をとる。その翌々年、岩崎彌太郎は大阪で海運業を立ち上
げた。明治６年には三菱を名乗り、翌７年東京に進出した。当時の最大手は日本国郵便汽船会社。態度大き
くいかにも乗せてやるという風情。これに対し、新興の三菱は、店の正面におかめの面を掲げ、ひたすら笑
顔で応対する。武士の意識が抜けず笑顔の出来ない者には、彌太郎は小判の絵を描いた扇子を渡し『お客を
小判と思え』と指導したという。これを聞き、自ら両社の現場を視察した福沢は、『岩崎は商売の本質を知っ
ている…』と塾生に語ったと言われる。
タイトル　＝　簿記学階梯.	巻之上
著　　者　＝　森下岩楠,	森島修太郎	著
出　版　者　＝　森下岩楠［ほか］
出版年月日＝　明治11年10月
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替えられなかったといえる。そして，1878年（明治11年），神田錦町に三菱商業学校が設立され	
た。校長の森下をはじめ理想に燃える教官のほとんどが福沢諭吉の門下生だった。
　三菱商業学校は，三菱のための人材育成を目的として主として社員の子弟を対象とした商業
教育のために設立された学校であるが，校則の中に「此学校ハ当会社社員ノ子弟ヲ薫陶スルヲ
以テ主意トス然レドモ若シ社外ノ人ニシテ本校ノ教育ヲ受ント欲スル者ハ亦其望ニ応スベシ」
とあり，一般にも広く門戸を開いていた。明治新政府は，明治5年8月に学制を頒布し，わが国
に初めての近代教育制度を取り入れたが，実情のところ商業教育は遅れていた。それは，学制
の中で「国内繁盛の地」数カ所に商業学校を設けることを定めていながら，一校も設立され
なかったことを見ても明らかである。そういう厳しい環境ながら商業教育は民間の力によって
興った。
（2）三菱商業学校と商法講習所
　民間による商業教育の場には，三菱商業学校に加え，三菱商業学校設立の３年前，1875年（明
治８年）８月に森有礼によって設立された商法講習所も該当する。森有礼は，初代文部大臣と
して，わが国近代教育制度の基礎を固めた人物であるが，商法講習所を開設した功績によっ
て，「わが国商業教育の第一の功労者」と見なされている。森は1870年（明治３年）初代駐米
公使となり，その在任中に実業教育の振興と充実の必要性を痛感する。そしてとりわけ実業教
育の中でも，福沢諭吉と同様に，商業教育の振興と充実こそ，最緊急事案であると考えた26）。
ここに私塾としての商法講習所が誕生し，指導教師として	Whitneyが招聘された。Whitney
は，Bryant,	Stratton	and	Whitney	Business	Collegeと名付けられた米国ニュージャージー州
ニューアークにある実業学校の校長であり，BryantとStrattonはいうまでもなく福沢諭吉に
よって翻訳された『帳合之法』の原著者である。『帳合之法』を翻訳刊行した福沢諭吉が，そ
の原著者であるBryantおよびStrattonの名を冠したニューアークの実業学校の校長Whitneyを
迎えて開設されようとしていた商法講習所の設立に多大の共感を覚えたことは間違いない。福
沢は，森の依頼に応じて1874年（明治７年）11月１日，著名な「商学校ヲ建ルノ主意」と題す
る寄付金募集の趣意書を起草している27）。こうして後の一橋大学の前身となるWhitneyの商
法講習所がスタートしたが，Whitneyは来日の際に２冊の簿記書を持参したという。１冊は
Silas	Sadler	Packard 28）（以後Packardと称す）のManual of Theoretical Training in the Science of 
25）	西川〔1972〕347頁。
26）	田中〔1976〕1−32頁。
27）	田中〔1974〕89−118頁。
28）	 Packardは、各地で簿記教師をした後、Bryant	&	Stratton連鎖学校の一つであったNew	York	City	Mercantile	
Collegeの校長を務めた。1858年には、ニューヨークのBryant	&	Stratton	Schoolスクールを買い取り、↗
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Accounts,（1868）であり，もう１冊はFolsomのThe Logic of Accounts（1976）である29）。ここ
に第２章第４節で述べた【図表１】の系統図中の⑥商法講習所系の簿記書の流れが始まるが，	
『簿記学階梯』の著者の一人である森島修太郎は24歳で慶應義塾に入塾し，その３年後明治
８年27歳の時には商法講習所に入所し，明治10年３月同所の第１回卒業生となっている。そ
して翌月４月には商法講習所の助教となり簿記を担当した。つまり森島修太郎は，福沢諭吉
の弟子であり，かつWhitneyの弟子であったということである。もともとBryant=	Stratton=	
Packardの簿記３部作」を教科書として使用する慶應義塾と三菱商業学校そして商法講習所
は，福沢諭吉の大きな影響を受けて設立されたことで近しい関係にあった。さらに，福沢と
Whitney双方の教えを受けた森島修太郎が『簿記学階梯』を著したことで，【図表１】の系統
図中の⑤慶應系統と⑥商法講習所系の二つの簿記の流れが，集大成されたであろうことは推察
できる30）。
（3）原著と翻訳について
　19世紀中葉以降のアメリカで商業専門学校あるいはビジネス専門学校が，社会のニーズに
答えて急成長を遂げ，これらの学校では簿記教育が最も重要とされていた。この当時最大の	
チェーン校なったのがBryant	&	Stratton	Schoolであり，そこでの使用を目的として作成され
た教科書が次の「Bryant=Stratton=Packardの簿記３部作」である。これら３冊は，順に①初
級，②中級，③上級とグレード別にその内容が段階的でカリキュラムに工夫がほどこされてい
た31）。
①　Bryant and Stratton’s Common School Book-keeping,	New	York,	1861（以降，Book-keeping
初級と称す）
②　Bryant and Stratton’s National Book-keeping,	New	York,	1860（以降，Book-keeping中級
と称す）
③　Bryant and Stratton’s Counting House Book-keeping,	New	York,	1863（以降，Book-keeping
上級と称す）
　三菱商業学校の教科書『三菱商業学校　簿記学階梯』は，森下および森島が慶應義塾に
おいて福沢に学び，その『帳合之法』の精神の影響のもとに，『Book-keeping上級』等を参照
して著述したもので，英米式簿記法の輸入であることは明らかである。この書は簿記教科書
↘	 Packard実務専門学校（Packard’s	Business	Colledge）	を設立した。
29）	工藤〔2011〕174頁。
30）	東京都編集〔1960〕131頁。
31）	工藤〔2011〕172-173頁。
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として当時最良の文献であり，その影響力は『帳合之法』とともに，明治時代全般に及んだ
ものと言ってもさしつかえない32）。本書の第１章の「貸借の事」は，『Book-keeping上級』は
じめの「Debits	and	Credits」に相当する。第２章の「口訳座の事」はPacardのManual	of	
Theoretical Training in Science of Accounts（1868）の翻訳であり，第３章の「貸借仕訳の事」も
Packardによる同著の第２章「Record	of	Transaction」の翻訳である33）。従って『帳合之法』
が「Bryant=Stratton=Packardの簿記３部作」の初級の翻訳で，５年後に発刊された『三菱商
業学校簿記学階梯』は，その中級編の翻訳を含んだ簿記書であることから『帳合之法』を引き
継ぎ発展させたものであり，第２章第４節で述べた【図表１　初期簿記書導入門戸別系統図】
の中の⑤慶應義塾系簿記書の本流であった。
（4）序文と内容の特徴
　「序文（１−６頁）」では，簿記の目的を「そもそも簿記法の本質は数多くの事務が麻の乱
れるように混乱するのを整理し一目で財産の増減と商売の状況を知ることである」と明快に
規定している。そして「はやりの簿記法が世に行きわたれば利益が増え政府や商社これを用い
ることになる。そしてその翻訳書が輩出すれば我が国会計がさらに進歩する」と述べている。	
「はやり」という言葉をつかっているので，本書発刊時にはすでに簿記ブームが起こり，簿記
書も数多く出版されていたらしい。そうした背景があって次に，「しかし翻訳書の多くは単記
複記の両式を述べその解説は詳細であるが，大変冗長なので読者を退屈させ，記入法は雛形を
示すだけである。実地練習の例題が少ないため読んでも充分理解できず記憶もできない」とい
う文が続く。さらに，現状の簿記教育について，「つまるところ理論が冗長で例題記入の演習
をさせることが少ないからである」と嘆き，この本ではその欠点を認識して，演習をたくさん
取り入れたと述べている。
序文の次は「第１章　貸借ノ事」で，この章では借方と貸方に関する説明をしている。
「勘定学ニ於テ計算ヲ立ル趣向ノ発端ハ金主ト商売トヲ別視スルニ在リ固
もと
ヨリ商売ナルモノハ只
名ノミナレトモ金主ト向ヒ對スルノ姿ニテ金主ノ元入金ハ商売ナルモノヘ貸渡スト看
み
倣
な
サザルヲ
得ス是レ商売ナルモノハ一個ノ人名ナリト看倣スト同一理ナリ」
「勘定学において計算を立る趣向の発端は金主と商売とを別視するにあり。もとより商売なるも
のは只名のみなれども金主と向い対する姿で金主の元入金は商売なるものへ貸渡すと見なすもの
32）	黒沢〔1990〕110頁。
33）	滋賀大学附属図書館編〔2006〕103−104頁。
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でこれは商売なるものが一個の人名であると見なすと同じである」
　ここでの商売は，商店又は会社と置き換えることができる。すなわち，「勘定学においては
貸借とは決しておのれと相対したものではなく，元帳における口座名前（商売と相対して取り
引きする相手方）の貸借を云う」であり，資本主勘定における資本主から商売（企業）への元
入金ならびに取出金（引出金）の流れを次頁の図表４ならびに図表５のように示している。図
表４は，第一式として洋帳簿に日本数字の左横書きを示し，図表５は第二式として日本数字の
右縦書きである。
　２章の「口訳座の事」は，既述のようにWhitneyが来日の際携えた２冊の簿記書の内の一冊
PacardのManual of Theoretical Training in Science of Accountsの一部を翻訳したものであることか
ら，Whitneyにも師事した森島修太郎の考えが反映されている。また，第２章のまとめとし
て第１から第７まで「定則」を述べているが，これはBryant	&	StrattonのGeneral Principles 
（1868）の翻訳で，『帳合之法（巻之３）』にもあげられている。『簿記学階梯』と『帳合之法』
にはほとんど同じところがあり，著者は代わったけれども『簿記学階梯』が『帳合之法』の後
継の簿記書であることが明らかである。
【図表４　資本主勘定第一式】 【図表５　資本主勘定第二式】
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第2節　問題演習のための『簿記学例題』
（1）凡例について
　『簿記学例題』は，当時アメリカで最も大きな影響力をもったFolsomのThe Logic of Accounts
（1976）を祖述したもので，わが国で「受渡説」の名で広く知られることになった勘定学説を
最初にわが国に紹介した文献である34）。『簿記学例題』は理論は簡単な説明とし，問題演習が
中心の構成である一方，この書では『簿記学階梯』では取り上げられていないFolsomの簿記
書に倣った理論解説と複式簿記の練習問題が提示されている35）。冒頭の凡例を現代語訳すると
次のようになる。
一　この書は1873年米国アルバニー商業学校教師のイー・ヂー・フォルサム氏の著書に基づ
いて少し私の考えを加えて執筆し，遂に数十頁の冊子となったので印刷をし簿記を学ぼう
とする人に頒布する。もし，これが簿記法の練習を補うことになれば幸せである
一　この本は上下２編で，上編は開業３類13様の権衡（はかり）と問題を示し，下編では様々
な問題を示している　もともと例題のみを集めたものなので，その記入法や体裁は森下氏
と私が合著した簿記学階梯を見なさい
一　問題を記入する帳簿は，日記帳，仕訳帳及び元帳を用いるが，異なる体裁の帳簿や主要
帳以外に増補帳を用いるのは教える先生の自由である
一　各問題の最後には元帳に使用する紙の枚数と答をつけてあるので，よろしく利用しなさ
い。もし，違った答がでるようなら何度も反復練習しなさい
一　手形の日数を数える時は，すべて手形を振り出した翌日を起算として日数を数え支払期
日としなさい。例えば，１月１日付10日後支払いなら，２日より数えて11日は10日目にあ
たるので，これを支払期日とするようなものである
一　手形の日数は約束日数以外に３日の猶予を入れるルールがある。ゆえに支払期日を知ろ
うと思えば書面の日数に３日を加えその３日目に当たる日を支払期日とする。あるいはこ
の猶予日を算入しないものがあるときは，その旨を附記して弁明すること。例えば前の例
タイトル　＝　簿記學例題
著　　者　＝　森島修太郎	著
出　版　者　＝　弘文社
出版年月日＝　明治20年11月
34）	黒沢〔1990〕110頁。
35）	津村〔2015〕61頁。
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では，１月11日は10日目にあたり支払期日になるが，３日を加えて14日を支払期日とする
ようなものである
一　元帳の紙数を半枚と書いてあるのは10行罫紙の半枚のことである
（2）内容の特徴
　『簿記学例題』の内容はすべて複式簿記の練習問題で構成されているが，凡例に著者森島修
太郎のこの書に関する考えが凝縮されている。まず第１は，森島自身がこの書の底本が，E.	G.	
Folsom氏の著書と言っていることである。これは，既述のWhitneyが来日の際，携えたもう
一つの簿記書FolsomのThe Logic of Accounts（1976）であることは間違いなく，商法講習所の
第一回卒業生である森島がWhitneyに師事しFolsomの簿記論に大きな影響を受けたことは明
白である。『簿記学例題』の後，Whitneyが商法講習所で講義したFolsomの簿記理論の影響を
受けて，Folsomの理論を取り入れた簿記書は数多く発行された。Folsomの学説は取引を等し
い価値の交換であるとする受け渡し説で，これが後に発展してわが国では取引要素説という勘
定記入の法則に関する一つの学説となった36）。
　凡例の第２のポイントは，「もともと例題のみを集めたものなので，その記入法や体裁は森
下氏と私が合著した簿記学階梯を見なさい」と述べている点である。実際，明治20年11月発
刊の訂正再版は本文138頁の本であるが，５頁以降はすべて例題となっており，いわゆる体裁
（フォーム）は一切記載されていない。故に記帳法については森下岩楠と共著の『簿記学階梯』
を参考にせよということになる。したがって，この『簿記学例題』はワークブックのように，
『簿記学階梯』と合わせて使用されていたものと考えられる37）。『簿記学例題』は，『簿記学階梯』
と同じく三菱商業学校の教科書として出版され，当初の表紙には横書きで『三菱商業学校』と
印刷されていたが，幾度も訂正版が発行され，手形支払日，用語や語句が修正された。明治20
年の訂正再版からは，表紙の『三菱商業学校』の文字が削除され，又明治21年１月19日付けで
文部省検定済となり，三菱商業学校の教科書から広く世に読まれるようになったことが推測さ
れる38）。
36）	西川〔1972〕334頁。
37）	津村〔2015〕60頁。
38）	一橋大学附属図書館ホームページ〈http://www.lib.hit-u.ac.jp/service/tenji/k15/〉
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第３節　小学校の教科書となった『民間簿記学』
（1）自序について
　『簿記学階梯』と『簿記学例題』に続いて，明治17年に森下，森島の共著で『民間簿記学』
が発刊されている。冒頭の自序を現代語訳すると以下のとおりである。
　「さきに我々が三菱商業学校の初等の生徒を啓発するため，複式の簿記学を簡単平易に説明
するを目的とした簿記学階梯を著した。もとより初めて学ぶ者を対象にしたけれども，中学校
の教科書に適して，小学校の生徒に教えるときは難しすぎるという声があった。それでさらに
小学校の教科書に適応するこの本を書き，簿記学の入門にするという企画をし，久しぶりに暇
ができたので，この本を書き名付けて民間簿記学とした。まさしく初めて学ぶ人に道筋を開く
つもりなので，簡単かつ平易にすることを心がけた。明治17年４月」
（2）内容の特徴
　序文から明らかなように，この本は『簿記学階梯』を「小学校向けに簡単平易にしたもので
ある。」上巻では単式簿記を下巻で複式簿記を取り上げている。そして初心者を対象に簿記学
の理論を簡単に説明する意図で主要３帳簿（日記帳・仕訳帳・元帳）に絞って説明している。
また，初心者向けということで問答式（Ｑ＆Ａ）を取り入れているのが特徴である。例えば，	
（問）「商売を開始しようとして資本主より商売方へ元入れした金額を初めて帳簿に記入すると
きの規則はなにか」（答）「資本主より元入れした金額はすべて貸方とする」のような問答が続
く。そして，下巻の最初第九章では，次のような文がある。
　「簿記学の理論を理解し，その技術に熟練するには例題によって記入の練習をすることがと
ても大事である。ゆえに学ぶ者は，上巻単式簿記法の雛形に従い，左の例題で記入の練習をす
ること。そして，尚それが充分でない時は森島修太郎著の簿記学例題の中から学力に応じたと
ころを選んでその不足を補うこと。」
　記帳について反復練習を勧めるのは，森下・森島の簿記書に共通しており，一貫して理論だ
けが空回りしない実践的な簿記教育を目指す姿がうかがえる。また，ここでも例題が足りない
ときは前節で取り上げた『簿記学例題』を使用することが推奨されており，『簿記学階梯』『簿
記学例題』『民間簿記学』は，『帳合之法』を引き継ぐ教科書の三部作とも言えよう。
タイトル　＝　民間簿記学２巻
著　　者　＝　森下岩楠,	森島修太郎	著
出　版　者　＝　中近堂
出版年月日＝　明治17年８月
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　『民間簿記学』では，複式簿記の説明が少なく取引の定義や貸借分類の法則は示されていな
いが，『簿記学階梯』で提示されていた７勘定科目を，①資本主②金銀③商品④請取手形⑤支
払手形に相当する「物」⑥人名勘定に相当する「人」⑦無形物に相当する「事」に再整理し
て貸借分類の説明を行っている。そして，このうち「物」については，「受ケタル者ハ借ニシ
テ渡シタル者ハ貸ナリ」とFolsomの貸借分類の法則に類似する説明も見られる。その一方で，
未だ「人」では①資本主と⑥人名勘定を分けて貸借分類の解説をするなど，十分に整理できて
いない説明も残されているが，資本勘定を含む人名勘定から成る「人」と，実在勘定を指す	
「物」と，名目勘定を指す「事」の三勘定説が展開されている39）。
第４節　Folsom理論を紹介した『簿記学第壱』
（1）緒言について
　『民間簿記学』に続いて，1891年（明治24年）に森島修太郎は，簿記書『簿記学第壱』を著
した。本書はこれまで検証した３冊の簿記書が明治20年までに発刊されたものに対して，1891
年（明治24年）発刊と少し遅くなるが，『簿記学例題』でFolsomの簿記理論紹介の先鞭となっ
た森島修太郎が，その４年後に発刊した簿記書である。冒頭の緒言は10項目13頁に及ぶ長文で
あるが，その最初の１項目は次のとおりである。
「凡ソ専門学ノ要ハ其学ノ原理ニ基キ之ヲ実事ニ応用シ以テ該学問ノ実用ヲ社会ニ表示スルニ在
リ抑モ簿記学ハ一種ノ専門学ニシテ凡天下ノ会計之ニ依ラサルハナシ故ニ苟モ此学問ヲ修ムル者
ハ充分ニ其原理ヲ了解シテ世間何等ノ事ヲ問ハス都テノ会計ニ普ク之ヲ応用シ得ルノ実績ヲ示シ
社会ヲシテ此学問ノ最モ有益ニシテ欠ク可ラサルモノタルコトヲ知ラシムルヲ要ス」
「およそ専門学の要はその学問の原理に基づいて実際に応用して，その学問の実用性を社会に示
す事である。そもそも簿記学は一種の専門学であり，およそ天下の会計でこれに頼らないものは
ない。故にかりそめにもこの学問を修めた者は十分にその原理を理解して世間のどのようなこと
39）	津村〔2015〕63頁。
タイトル　＝　簿記学第壱
著　　者　＝　森島脩太郎	著
出　版　者　＝　金港堂
出版年月日＝　明治24年７月
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でも全ての会計にあまねくこれを応用しうる実績を示し，社会的にこの学問が最も有益で欠くべ
きものであることを知らせることが必要である。」
　簿記学が社会にきわめて有用性をもった実学であることを広めたいという森島の思いが伝
わってくる一文である。また緒言の最後の項目では，「簿記学を学ぶにその原理を充分会得す
れば，これを実業に応用するのはもとより難しいことではないけれど，応用の巧拙は自ら免れ
るものではない。最初にその原理を会得した時に，これを応用する手続を練習しなければなら
ない。すなわちこれを練習するのは，記帳の一途以外にないので，ただ原理を会得したといっ
て学者のような気持ちにならず，種々の例題によって種々の変化の記帳を多く練習し，十分に
これを応用する技術を具えそして理論と応用との二者を合わせて会得しなければ，実用に活用
する時に臨み大変な困難を感じてしまう。単に理論のみに走り，ついには空論になってしまう
弊害に陥らないように努めてほしい。」
　この一文では，簿記学を学ぶ者にとって陥りがちな「理論と実践の乖離」を鋭く指摘し，そ
のためには記帳練習に心がけることを説いている。この記帳練習を重視する考え方は，その後
のわが国の簿記教育の礎になったのではないだろうか。
（2）Folsom理論と森島の解釈
　Folsom理論とはいかなるもので，それを森島はどうわが国に伝えたのであろうか。Folsom
の簿記理論は受渡説といわれ，「複式簿記は等価の価値の受け取りと引き渡しを記録すること，
それらを交換することでもたらされる二重の結果を表示することからなっている40）」という。
森島修太郎の『簿記学第壱』は凡例にあたる緒言にFolsomについての記述は見あたらない。
しかし，その緒言では，簿記の「原理」「理論」を理解することが大事であると強調されてい
るし，『簿記学第壱』の章構成はFolsomの簿記書の第１章から第３章までの内容をまとめたも
のと考えられる。『簿記学第壱』において，森島は「第１章　價ノ事」と題して価値について
以下のように述べている。
第三　〈取引とはなにか〉
取引とは通貨の名称で価値の分量を示し物と物とを交換するすべての会計の事務を言
う。
第五　〈価値とはなにか〉
価値は無形で有力な一種の力であり常に交換の標準となるものである。
第七　〈価値の交換とはなにか〉
40）	工藤〔2011〕174頁。
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価値の交換とは一方より価値を保つ物を受けて他の一方へ価値を保つ物を渡し交換する
ことである
　まさにFolsom理論の等価の価値の交換を説明した部分であり，さらに〔價ノ分類〕という
項目で，次のようなことを述べている。
第一　〈価値の分類とはなにか〉
価値はもともと無形物であるのでこれを分類することはできない。しかし今これを分類
するのは実は価値を分類することで，名称が変わって分類するのは価値を保つという勘
定科目でこの価値を保つ物を分類する。
第二　〈勘定科目とはなにか〉
勘定科目とは価値を保有する物を分類して一つの勘定を示す名称である。
　第三　〈勘定科目の大別３種類とはなにか〉
値を保つ勘定科目はもとよりさまざまなものがあるので，あえてその名称を掲載するに
は際限がないが，今これを大別するとどんな種類の会計でもすべて形を有するものと人
の口約束に関するものとそして形を有しないものの３種類がある。
第七　価値の分類表を示せ
　この分類表は商業に関するおおよそ大事な勘定科目を掲げたもので，その他の営業に関
してもこの趣旨に倣うこと。
　そして，森島によって示されたのが図表６である。森島の価値の分類表における有形は「有
形物＝物」であり，金銀や商品及び受取手形，支払手形といった資産・負債にあたる勘定であ	
る。また口約は「口約束＝人」を意味する資本のことであり，無形は「無形物＝事」のことで
【図表６　価値の分類表（森島）】
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利子や手数料などの費用・収益の勘定となる。それに対してFolsomは価値の分類を資産・負
債を表す商業価値と収益・費用・資本を表す観念価値とに分類しているので，森島がFolsom
の「価値」を新たに解釈し直していることがわかる。
　特徴としては，資本金勘定と債権債務にかかる人名勘定について新たな区分として「口約束
＝人」を設けたことである。そして，この「物」「人」「事」の３つの勘定科目をもとに取引の
９種の交換パターンを示したのが図表７であり，Folsom理論の「核」である価値の分類を森
島はわが国流にアレンジし，価値の交換９種類を線で繋ぐという工夫を加えた。森島の作成し
た価値交換９種類の図表８は，当該交換等式において３つの要素間の結びつきを線で繋いで表
現したことで，わが国独自の「取引要素説」という理論形成に最大の貢献を果たしていくこと
になる41）。「取引要素説」は，その後明治から大正にわたる多くの簿記書に採用された。この
【図表７　Folsom価値交換９種類の等式】 【図表８　価値交換９種類の変化】
【図表９　文部省教科書】
明治 6年 福澤諭吉『帳合之法　初編1,2』 明治14年 愛知信元『簿記教授本　上下』
明治 8年 小林儀秀訳『馬耳蘇式記簿法　1,2』文部省 明治17年 熊野秀之輔『小学簿記学教授書』
明治 9年 小林儀秀訳『馬耳蘇式複式簿記　上中下』文部省 明治20年 熊野秀之輔『小学簿記学　巻上下』
明治11年 小林儀秀訳『馬耳蘇式複式簿記　上中下』文部省 明治20年 森下岩楠・森島修太郎『民間簿記学　巻上下』
明治11年 中島佑吉『単記簿記教授法　巻下』 明治20年 佐久間文太郎『高等小学簿記法』
明治11年 森下岩楠・森島修太郎『三菱商業学校簿記学階梯　上下』 明治20年 有沢菊太郎『製造所簿記教科書』
明治12年 小林儀秀訳『馬耳蘇式複式簿記　上中下』文部省 明治20年 堀内正善『普通簿記学　2,3』
明治12年 松井惟利『小学正則単式簿記学　巻上,下』 明治20年 森島修太郎『簿記学例題　完』
明治13年 山田尚景『小学簿記法』 （鳥居〔1967〕501−502頁より筆者が抜粋、編集）
41）	工藤〔2013〕76−94頁。
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ような「取引要素の結合関係」図式は，欧米にはないわが国独特の簿記書及び簿記教育の特色
とされている。そういう意味で森島修太郎の『簿記学第壱』は，Folsom理論をアレンジしな
がら後世に伝えた簿記書であるといえよう。
第４章　まとめ
　これまで1873年（明治６年）から1892年（明治25年）頃までのわが国おける西洋簿記導入及
びその発達史を『三菱商業学校簿記学階梯』『簿記学例題』『民間簿記学』及び『簿記学第壱』
という４冊の簿記書を通して検証してきたが，第１章第２節　「研究の方法と目的」で設定し
た以下の４つの課題を考察してみたい。
①「福沢諭吉とその直系弟子たちによる簿記教育はいかなるものであったか」
　明治初年の知識人の多くが，わが国が一日も早く列強と肩を並べることが独立の証と考え，
そのために文明開化による「富国強兵，殖産興業」を目指した。その中で，福沢諭吉は西洋簿
記の導入が近代国家建設のためのシンボルになり得ると考えた。福沢自身は簿記の研究から手
を引いてしまうが，後は慶應義塾で学ぶ弟子たちに委ねられ，そして福沢の薫陶を受けた弟子
たちが，官公庁，学校などで簿記教育の普及に尽力するようになった。そのお陰で簿記ブーム
が起こり，数多くの簿記研究がなされることになった。換言すれば簿記教育は，わが国の時	
代・歴史を動かした一つのファクターであり，本研究で取り上げた森下岩楠，森島修太郎の貢
献は簿記教育に関して福沢の直系弟子であり，『帳合之法』をベースにしながらも新しい米国
の簿記理論を取り入れた研究者として，また指導者として明治初年の簿記教育を支えた功績は
大きく，両者の著した簿記書が明治30年ころまで版を重ね現在の簿記教育に繋がったことは賞
賛に値する。
②「明治初期に於ける慶應系簿記書の系譜はどうなっていたか」
　明治初期の簿記ブームの中で『帳合之法』の流れを汲む慶應系簿記書が主流を占めたことが
明らかになった。『帳合之法』は，1856年シカゴに創設された米国のBryantとStrattonの連鎖
商業学校で使用されていた教科書を底本としており，当然簿記教育そのものが米国をお手本と
してスタートした。当時の米国の商業学校では，簿記を中心にして商業取引全般を教授するよ
うな方法がとられ，短い期間で簿記を含む商業教育が覚えられるという教育制度であり42），こ
うした米国の学校をモデルとして，慶應義塾でも商法講習所でも三菱商業学校でも同じような
41）	西川〔1972〕233−234頁。
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商業教育が行われていくことになる。最初に教科書として使用されたのは『帳合之法』であっ
たが，本研究で取り上げた森島修太郎がキーパーソンとなりWhitneyやFolsomの流れを汲む
商法講習所系の簿記書と慶應義塾系簿記書が統一されて簿記教育の教科書となっていったこと
が確認された。
③「検定教科書として学校教育の中に組み込まれた簿記書は存在したのか」
　1872年（明治５年）の「学制」に科目としての「記簿法」が含まれていた。しかしながら商
業教育に関しては政府も当初積極的ではなく，ほぼ名目のみといった状況であり教科書も限ら
れていたが，1886年（明治19年）の森文相による学制改革で教科書の検定制度が導入され，そ
の実施については1886年（明治19年）４月に公布された小学校令中に「小学校ノ教科書ハ文部
大臣ノ検定シタルモノニ限ルヘシ」（第一三条）と規定されている43）。そもそも記簿法につい
ては，わが国固有の商家の場合，外部には見せることなくその家の秘密であり，したがって教
科書というものは存在しなかった。しかし，1872年（明治５年）の「学制」の中に規定した	
小・中学校の教科目に記簿法が加えられたので，文部省は小・中学校の教科書として『馬耳蘇
氏記簿法』を刊行したが，授業時間その他の事情に合わず難易度も高かった。【図表９　文部
省教科書】の明治以降教科書総合目録によると最初のうちは，教科書として使用されたのは『帳
合之法』が圧倒的に多かったと思われるが，徐々に『馬耳蘇氏記簿法』と『馬耳蘇氏複式記簿法』
にその座を奪われることになった。その後，本研究で取り上げた森下岩楠・森島修太郎『三菱
商業学校簿記学階梯』，『民間簿記学』も教科書として採用され，更に明治20年には森島修太郎
『簿記学第壱』も文部省検定済みの教科書となった。『馬耳蘇氏記簿法』の訳者小林儀秀も慶應
義塾の出身であることも含め，慶應義塾系の簿記書が教科書として公教育の現場に取り入れら
れ，その後の学校教育の主流となったことが明らかである。
④「森下・森島の著書が，後のわが国の理論簿記の先導となったことは証明できるか」
　森島修太郎の『簿記学例題』及び『簿記学第壱』がFolsomの受渡説を最初に紹介した簿記
書であった。Folsomは，今日でも米国会計学の先駆者として著名なHenry	R	Hatfieldに先立つ
米国の会計理論者として知られる44）が，Folsomの受渡説を簿記学として後世に引き継ぐ役目
を果たしたのが『簿記学第壱』であると考えられる。
43）	文部科学省ホームページ「国定教科書制度の成立教科書の検定制度」
〈http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/others/detail/1317624.htm〉
44）	千葉準一〔2009a〕398頁。
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　黒沢〔1978〕は，1873年（明治６年）から1973年（昭和48年）に至る百年を前期50年と後期
50年に区分し，さらに前半の50年を25年ずつに分けて，1873年（明治６年）から1899年（明治
32年）の改正商法の制定までを「会計前史の前段」と呼び，この会計前史の前段のことを福沢
の『帳合之法』とShandの『銀行簿記精法』によって点火され，燃え上がるように欧米の進歩
した簿記が伝えられた，わが国に会計史における簿記時代と名付けている45）。この簿記時代の
端緒となり中心となったのが本研究で取り上げた簿記書であり，あらためてその歴史的意義を
評価したい。
　「継続は力なり」，続けることは難しいが，明治初年に点火された西洋複式簿記の炎が140年
後の今も燃えている。先人の努力に敬意を表し結びとしたい。
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